
 
 

日時：９月４日（木）14:00～16:30 

場所：須崎総合保健福祉センター２階会議室１・２ 
                       
１ 議事等 

（１）産業振興計画関連 年間スケジュールについて 

     H26年度のスケジュールを説明 
  
 （２）地域アクションプランについて  

    １）第２期高幡地域アクションプランの進捗状況等について 

            ・上半期の総括及び分野別の重点的な動きについて説明 
        
     ２）追加の案件について 

      ・「ＪＡ土佐くろしおが担う地域農業の活性化」について説明 

      ・案について了承された 
       
 （３）産業成長戦略について   

 １）地域観光について説明 

   ２）移住促進の取り組みについて説明 
 
２ 意見交換 

＜産業振興計画関連 年間スケジュールについて＞ 

  特になし 
 
＜地域アクションプランについて＞  

・アクションプラン No.1の主要農産物販売額はみょうがに限定しているのか。 

ＪＡ土佐くろしおでは、３億円も伸びており、こんなに伸びる品目もあまりない。 

また、ＪＡ土佐くろしお、ＪＡ四万十のどの地域が含まれているのか。 

→指標の数値は、みょうがの販売額としている。No.1の取り組みは、ＪＡ土佐くろ

しおは、須崎市、中土佐町の旧中土佐町、津野町の旧葉山村。ＪＡ四万十は、中

土佐町の旧大野見村（ＪＡ扱いの販売実績なし）での数値となっている。 
 
・みょうがについては、高知県は全国一のシェアを持っている。 

 高知県全体で８２億円、そのうちＪＡ土佐くろしおとＪＡ四万十で７０億円あり、

そこもアピールしたらどうか。 

ＪＡ四万十の金額が入っていないので、高幡地域全体を包括して網羅した金額を説 

明したらどうか。 

・高知県園芸農業組合連合会の目標値６０８億円のうちナンバー１がみょうがで、県

下８２億円のうち高幡地域で７１億円ぐらいと、高幡地域がみょうがの産地という

ことをアピールしながら生産をもっと伸ばす方法を考えると、目標値の６０８億円

にも早く近づく。こうした成果を公開することにより、今のアクションプランや産

業振興計画に乗れるように今頑張っている地域が元気になると考える。 

→数字のあげ方について次回の会議までに検討する。 
    
・四万十町商工会では、中心商店街の活性化プランを作成している。窪川というのは

大正方面と中村方面への分岐点で、年間１０万人来る岩本寺があるが、３０分の滞
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在時間で素通りしてしまっている。何とか街中を歩くような仕掛けはできないかと

取り組んでいる。県の方の力や智恵を貸していただきたいと思っている。 
 

＜産業成長戦略について＞  

 ・移住された方の年代をお教えていただきたい。また、実際に移住された方の行政の

サポートについてお聞きしたい。 

→２５年度は、２７０組の移住があった。そのうち、９１組が県の移住コンシェル

ジュを入口として移住された方で、その方にアンケートを行った結果、一番多い

のが３０歳代、次が４０歳代、２０歳代と若い方が多い結果になっている。 

サポートについては、地域移住サポーターに力を入れ、現在、９市町村で３４

名に委嘱し、移住した後もその地域にうまくとけこめるようなサポートをしてい

る。 

例えば、移住者交流会での横のつながりをつくっていく。移住者に年１回とか 

定期的に「はがき」などを送るといったことを考えている。 
  
・移住された方は、何年かして高知を離れ帰ることも結構多いと聞くが、追跡され 

ているのか。 

→須崎市の「暮らすさき」、四万十町の「いなかパイプ」というような各地域で移

住支援をするＮＰＯや市町村への実態調査を行っている。本人から情報はなく、

移住者から出て行かれる方の情報が入るなどで把握は難しい。 

 移住相談会で、いい話ばかりではなくて、実際に田舎に暮らすことのしんどさや

しきたりなども説明している。 
 
・夫は地域で生活したいと移住して来るが、奥さんがそれほど気持ちがないと、時間

が経つと帰られることがある。奥さんのお世話をすることも移住のポイントになる。 
   
 ・若い人たちが高知好きになって、高知をなんとかしようという活動がものすごく出

てきた。 
 
 ・移住される方が空き家を探しに行った時、貸してくれないことがある。受け入れ対

策はなにかあるのか。 

 →空き家を市町村が借りて、それを移住される方に貸す方法がある。この場合に、

必要な修繕への補助を行っている。また、空き家に荷物を置いている場合、その

荷物を処分する費用を補助する制度を作っている。こういった制度をＰＲし、貸

してもらえる家の掘り起こしを進める。   
 
・自伐林家や林業従事者が公共事業の発注で労働力を取られ、２５年度は原木単価が

上がったが、搬出材は少なくなっている。 

農業の新規就農者への給付金のようなものを林業でも導入し、人材育成の仕組みを

作って欲しい。 

 →県では、国の制度を使い林業学校を作る動きもある。 
 
・移住の視点として、地元から一度県外に出た子どもが外から見て地元が面白いと思

うと帰ってくるのではないか。 
 
 
 
 



■お問い合わせ先 
  高知県産業振興推進部計画推進課（地域産業担当） 
  電 話 ０８８－８２３－９３３４ 
  ＦＡＸ ０８８－８２３－９２５５ 
  メール 120801@ken.pref.kochi.lg.jp 


